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政 府 調 達 公 告 版

この政府調達公告版に掲載される入札
公告、入札公示及び落札者等の公示は、
ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の
適用を受ける調達を含みます。
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入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 26年４月 24日

支出負担行為担当官
東北財務局総務部長 川瀬 透

◎調達機関番号 015 ◎所在地番号 04

１ 調達内容
\ 品目分類番号 26

] 購入等件名及び予定数量
仙台合同庁舎で使用する電気 契 約 電 力

800キロワット 予定使用電力量1¶725¶000キ
ロワット時

^ 調達件名の特質等 入札説明書による。
_ 供給期間 平成26年８月１日から平成27年
７月31日まで。

` 需要場所 入札説明書による
a 入札方法 入札金額は各社において設定す
る契約電力に対する単価（kW単価、同一月
においては単一のものとする。）及び使用電力
量に対する単価（kWh単価、同一月におい
ては単一のものとする。）を根拠（小数点以下
を含むことができる。）とし、当局が提示する
契約電力及び予定使用電力量の対価を入札金
額とすること。
なお、落札決定にあたっては、入札書に記
載された金額に当該金額の８パーセントに相
当する額を加算した金額（当該金額に１円未
満の端数があるときは、その端数金額を切り
捨てるものとする。）をもって落札価格とする
ので、入札者は、消費税に係る課税事業者で
あるか免税事業者であるかを問わず、見積
もった契約金額の108分の100に相当する金額
を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
\ 平成25・26・27年度一般競争（指名競争）
参加資格（物品製造等）（全省庁統一資格）に
おいて、資格の種類が「物品の販売」であり、
「Ａ」又は「Ｂ」等級に格付けされ、東北地
域の資格を有する者とする。

] 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者。なお、未成年者、被保佐人又は被補
助人であって、契約締結のために必要な同意
を得ている者は、同条中、特別な理由がある
場合に該当する。

^ 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者。

_ 電気事業法第３条第１項の規定に基づき一
般電気事業者としての許可を得ている者、又
は、同法第16条の２第１項の規定に基づき特
定規模電気事業者としての届出を行っている
者であること。

` 会社更生法（平成14年法律第154号）に基
づき更生手続開始の申立をしていない者又は
民事再生法（平成11年法律第225号）に基づ
き再生手続開始の申立をしていない者。なお
会社更生法に基づき更生手続開始の申立をし
た者又は民事再生法に基づき再生手続開始の
申立をした者にあっては、手続開始の決定が
なされた後において、競争参加資格の再認定
を受けている者。

a 当局の契約担当官等と締結した契約に関
し、契約に違反し、又は同担当官等が実施し
た入札の落札者となりながら、正当な理由な
くして契約を拒み、ないしは入札等当該地方
支分部局の業務に関し不正又は不誠実な行為
をし、契約の相手方として不適当であると認
められる者でないこと。

b 各省各庁から指名停止等を受けていない者
（支出負担行為担当官が特に認める者を含
む。）であること。

c 省CO２化の要素を考慮する観点から入札説
明書に記載する基準を満たすこと。

d その他入札説明書による。
３ 入札書の提出場所等
\ 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒980`8436 宮城県仙台市青葉区本町３`
３`１仙台合同庁舎 東北財務局総務部合同
庁舎管理官合同庁舎管理係 栃木雄一郎 電
話022`263`1111（内線3171）

] 入札説明書の交付方法 本公告の日から上
記３\の交付場所にて交付する。

^ 入札申込期限 平成26年６月19日17時00分
_ 入札書の受領期限 平成26年６月20日17時
00分

` 開札の日時及び場所 平成26年６月23日14

時00分 仙台合同庁舎（４階）東北財務局第
二会議室

４ 電子入札システムの利用
本件は、財務省電子入札システムを利用した
応札及び入開札手続きにより実施するものとす
る。ただし、紙による入札書の提出も可とする。
詳細については、入札説明書のとおり。
５ その他
\ 入札及び契約手続において使用する言語及
び通貨 日本語及び日本国通貨に限る。

] 入札保証金及び契約保証金 免除
^ 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、入札説明書で示した必
要な書類を平成25年６月19日17時00分までに
提出しなければならない。入札者は、入札書
の受領期限までの間において、支出負担行為
担当官から当該書類に関して説明を求められ
た場合は、それに応じなければならない。

_ 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札に関する
条件に違反した入札書は無効とする。

` 契約書作成の要否 要。
a 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った入札者を落札者とする。

b その他詳細は入札説明書による。
６ Summary

\ Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Tooru Kawase, Director

of General Affairs Division, Tohoku Local

Finance Bureau

] Classification of the services to be pro-

cured : 26

^ Nature and quantity of the products to be

purchased : Electricity to be used in Sendai

National Government Building Tower.

Contract 800kW. The estimated electricity

1,725,000kWh.

_ Delivery period : From August 1, 2014

through July 31, 2015

` Delivery place : as in the tender do-

cumentation
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